
 

 

 

 

 

 

町立真室川病院改革プラン点検・評価報告書 
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町立真室川病院改革プラン評価委員会 
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１．点検評価に至る経緯 

 

公立病院の破綻や経営悪化が自治体行政経営に大きな影響を及ぼし社会問題化となりつつ

ある中で、平成 19 年度に総務省から「公立病院改革ガイドライン」が示され、全国の公立病

院に「公立病院改革プラン」の策定が義務付けられた。 

「町立真室川病院改革プラン」は、真室川町内各組織の代表者で構成された策定委員会に

より平成 21 年 3 月に策定され、21 年度決算から点検・評価を行うこととされている。 

 これらを踏まえ、平成 22 年 6 月に外部有識者を含む 10 名の委員で構成された「町立真室

川病院改革プラン評価委員会」を設立し、平成 21 年度及び 22 年度決算について改革プラン

の実施状況の点検・評価を行った。また、平成 23 年度、24 年度決算については 2 年の任期

のため新たに選任された 10 名の評価委員により評価を行った。今回、最終年にあたる平成

25 年度決算状況の評価点検を選任された 11 名の委員によって行ったものである。 

 

２.町立真室川病院平成 25 年度経営概況 

 

国では、急速に進む少子高齢化に対応し、年金・医療保険・介護保険制度の将来にわたる

持続的かつ安定的な運営を確保するために、「社会保障と税の一体改革」を推し進めようとし

ている。 

このような状況の中で、町立病院は包括的な保健・医療・福祉システムの確立を目指して

いる「ヘルスケアーセンターまむろ川」の中核として、スタッフ一同、地域の住民の方々に

対して良質な医療提供と安心で信頼される病院を目指し、患者本位のサービスの徹底を図る

とともに、町立病院改革プランの推進に取り組みながら、運営経費等の削減に努め経営改善

を進めてきた。 

ここ数年続いている医師不足解消に向け、多くの関係機関の協力を得て、4 月から常勤医

師 1 名を確保し、また、8 月に退職した高齢の内科医師の代替えとして、11 月に新たな内科

医師の確保ができ、やや改善の兆しがあるものの医師数については診療所への医師派遣など

で、平成 25 年度についても依然として医師標準数は不足状態のままとなっている。このため

平成 27 年 12 月まで 3 度目の延長許可となった県の「へき地等病院医師配置標準特例許可」

や山大医学部付属病院、県の地域医療支援機構を通じた県立新庄病院からの応援医師派遣を

受けながらの厳しい運営を余儀なくされている。 

 平成 25 年度の患者動向は、外来 61,462 人で 1.0％の増、入院は 17,064 人で 3.9%の減とな

っている。 

 

３．評価区分の基準 

 

 次の評価区分の基準を設け目標値を定めた 9 項目について評価を行った。 

区 分 評 価 の 内 容 

A（適正） 病院改革プランと比較し、１００％以上の実績となった場合 

B（おおむね適正） 病院改革プランと比較し、９５～１００％未満の実績となった場合 

C（目標未達成） 病院改革プランと比較し、９５％未満の実績となった場合 

 

４．数値目標に対する評価 （７Ｐ～8Ｐ参照） 

   

 ① 経常収支比率 

経常収益は、1,047,356 千円、経常費用は 1,046,311 千円で経常収益を経常費用で割

った経常収支比率は 100.0％で目標数値の 100.3％をわずかではあるが下回り、達成率は

99.7％と評価は「Ｂ」となった。 

 ② 医業収支比率 

医業収支比率については、外来患者数の増加はあったものの、手術件数の減少等に伴
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い入院患者数が減少したが、材料費の減少により数値目標を上回り「Ａ」評価となった。 

 ③ 職員給与費対医業収益比率 

職員給与については目標値 64.4％を上回る 45.1％と評価は「Ａ」となった。（23 年度か

ら労働基準監督署の指摘により、嘱託職員、臨時職員の勤務が時間短縮となったことから、改革プランの区

分では正職員と同じ勤務体系でない臨時職員等の賃金は、給与費に計上するのではなく、その他の医業費用

に計上することになったことから数値が大きく変動した。従来の考えでは 63.6％であった。 

④ 病床利用率 

   病床利用率は、目標数値の 92.7％と目標数値が高いことから、85.0％となり、達成率

91.7％で目標未達成の「Ｃ」評価となった。 

 ⑤ 平均在院日数 

   平均在院日数については目標数値の 23.0 日を大幅に上回り、入院基本料 13 対１の基

準（24 日以下）を満たしている 20.6 日、達成率 111.7％と「Ａ」評価となった。 

 ⑥ 入院患者数 

   入院患者数は、目標値の 18,610 人に対し、17,064 人と 91.7％の達成率で患者数が大

幅に減少し評価は「Ｃ」であるが、入院患者数は設定が難しい要素が多い。 

 ⑦ 外来患者数 

    外来患者数は、目標である 68,817 人に対し、61,462 人で 89.3％の達成率で評価は「Ｃ」

となったが、前年度比 593 人の増となった。町外の患者も 20％以上を占めている。大幅

な患者数の増を図るには、診療体制の見直しや常勤内科医の増員が不可欠である。 

 ⑧ 入院一人 1日当たりの診療報酬 

   評価をしている平成 21 年度から 24 年度、そして今回の平成 25 年度も目標数値を上回

り評価は「Ａ」となった。 

 ⑨ 外来患者一人 1日当たりの診療報酬 

   平成 23 年度の評価は「Ａ」であったが、24 年度、25 年度については、院内で薬を処

方し診療報酬高い診療所の患者数が減少し、達成率は 92.4％と評価は「Ｃ」である。 

 

５．数値目標達成に向けた具体的な取り組みに対する評価 

 

（１）収入の増収及び確保対策 

入院患者においては限られた病床の有効利用、外来患者については検査の充実、高齢

者の疾病に応じた体制強化に努め収益の増加を図る。 

項       目 取  組 

①内科外来患者の増を図るため内視鏡等検

査、応援医師安定確保による診療の充実を図

る。 

山大医学部付属病院のほか、4 月、11 月採

用の常勤及びフリーの医師配置による診療

の充実に努めている。 

②入院基本料 13 対１による増収を図る。  13 対１の入院基本料の堅持に努め、常に

入院状況の点検と適正な入院管理を実施。 

（在院日数 23 日以内の目標を堅持） 

③禁煙外来の実施による増収を図る。  引き続き禁煙外来を開設し増収に努める。 

④ＣＴ・ＭＲＩの稼働率の向上による確保を

図る。 

３名の放射線技師を配置し稼働率の向上

を目指しているが、件数の大幅な増にはつな

がっていない。 

⑤未収金については、医療相談を強化し未収

金の発生防止と電話・文書・訪問等による

督促に加えて、クレジットカードによる支

払の導入を検討するとともに悪質な未納者

には法的措置の実施を併せて検討する。 

 事務局の人員不足もあり、定期的な督促文

書の発送、電話による督促と大口未収金者の

個別相談を中心とした取り組みとなった。 

 町の未収金対策委員会と連携し、定額自動

送金利用等の納入勧奨を行う。 
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（２）経費削減・節減及び抑制対策 

   平成 24 年度療報酬の改定があっても大幅な増収が見込めない現状において、いかに経

費を削減・節減・抑制するかによって経営状態が大きく左右される。したがって、職員一

人ひとりが今後も継続して経営感覚を持ち経費の削減・節減・抑制に努めていく。 

項       目 取  組 

① 在庫管理の適正化を図り、材料費等の節減を図る。 棚卸業務の徹底強化を図る。 

② 後発医薬品については、有効性・安全性・安定供給・

コスト及び実績を評価のうえ選定し導入していく。 

院外薬局との協議、薬事委員会を

開催し、後発医薬品制限を解除し、

導入促進を図った。 

③ アウトソーシングが可能なものについては大部分

を委託しているが、さらに委託可能な部門があるか

を検討し人件費の抑制に努めていく。 

 全職員が、経営感覚を持ち、常に

経費節減意識を持ち続けるため、定

期的に開催される院内会議等で具

体的な数値を提示し、病院経営の実

態を共有化している。 

④ 今後も継続して、委託業務について見直しを行い委

託料の削減に努めていく。 

同上 

⑤ 今後も継続して、賃借料について見直しを行い賃借

料の削減に努めてく。 

同上 

⑥ 今後も継続して、消耗品・光熱水費等の削減に取り

組んでいく。 

同上 

 

（３）苦情相談 

苦情対応を強化し質の高いサービスを提供していくよう推進していく。 

項       目 取  組 

医療サービス等の苦情については、院内で設置して

いる委員会を通し業務の点検、見直しを図りながら同

じ苦情の再発防止のため関係部署の支援・指導を含め

連携を強化し解決を図っていく。 

（意見箱の設置２か所、各部局での随時受け付け） 

 毎週月曜日に開催される主任会

議や月１回開催される医療事故防

止対策委員会等で事故、苦情等に関

する話し合いを持ち、課題を全体化

し早急な対応を行うとともに職員

の意識改革に取り組んでいる。 

 

（４）その他の対策 

項       目 取  組 

① リスクマネジメントの研修や医療安全管理体制を

強化し、医療事故防止に努めるとともに院内の危機

管理の徹底を図る。 

 毎月開催の院内感染対策委員会、

医療事故防止対策委員会で問題と

なった事例を報告、検討し院内全体

のものとし取り組んでいる。 

② 職員に経営状況を周知し、コスト意識の浸透を図

る。 

 厳しい運営状況について主任会

議等を通じ周知を図っている。 

③ 医師をはじめとした医療従事者の安定的な確保を

図る。 

医師については、各方面に働きか

けてはいるが厳しい状況が続いて

いる。看護師については、適宜欠員

補充に努めている。 

④ ホームページ等を活用し、これまで以上に病院及び

診療に関する情報の提供に努める。 

 ホームページは、病院概況・医師

確保状況の掲載。 

県のドクターバンクへの登録を

行う。 
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【改革プランの評価】 

項 目 改革プラン 病院総括 評価・助言等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経 

 

営 

 

の 

 

効 

 

率 

 

化 

 

 

 

 

 

 

 

収入の増加 

確保対策 

①入院基本料 13 対 1 を堅持し

診療報酬の安定化を図る。 

 

②内科医 1名を確保し、内視鏡

検査の充実、禁煙外来の実

施、CT・MRI の稼働率を高め

ることで外来収益の増額を

図る。 

 

③継続的な督促はもとより他

部局と連携した滞納対策を

図ると共に未収金の発生を

防ぐ対応も併せて実施する。 

 

 

①入院の状況は、診療単価及び

在院日数は計画より良くな

っているが病床利用率が計

画を下回っている。 

在院日数については、引き

続き入院患者に応じた適正

な入院管理を行っていく。 

②内科医の確保が最大の課題

である。CT・MRI の撮影件数

は前年度に比較し、CT は若干

上向きとなっている。 

③定期的に督促状は出してい

るが督促状だけでは大きな

効果は望めない。 

  高額滞納者には分割納入

を促している。未収金の発生

を防ぐ対策を他会計と連

携・推進している。 

 

 

 

 

 

 

 

経費節減 

抑制対策 

①薬品・診療材料の在庫管理の

適正化を図り節減に努める。 

 

②後発医薬品を導入しコスト

削減を図る。 

（有効性・安全性・安定供給

を評価） 

 

③委託料、賃借料の見直しを行

い削減に努める。 

 

④消耗品、光熱水費、燃料等の

削減に取り組む。 

①薬品・診療材料費は、入院患

者数、手術件数が減少したこ

とにより減少している。 

今後も継続して在庫管理、

経費節減の徹底を図り経費

の節減に努める 

②薬事委員会において後発医

薬品を選定し、コスト削減に

努めているが、現在はすべて

の後発薬の使用を可能とし

ている。 

③委託料については、入院患者

数の減少等により検査等の

委託料が減少し、全体として

前年度を下回っているが、今

後も継続して削減に努めて

いく。賃借料も、前年を下回

っているが、今後も見直し等

も含め削減に努めていく。 

④光熱水費は、前年度を大きく

上回っている。特に燃料費に

ついても価格の高騰により

増加している。引き続き患者

に不快感を与えないよう注

意しながら経費の削減に努

めていく。 
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項 目 改革プラン 病院総括 評価・助言 

再

編 

・ 

ネ

ッ

ト

ワ

|

ク 

化 

 

 

 

①最上地域公立病院・診療所懇

談会で協議された内容につ

い検討していく。 

 

 

 

②最上地域の医療機関との連

携の強化を図る。 

 

 

 

①最上地域医療連携推進協議

会での協議やメディカルコ

ントロール各専門部会等の

活動を通し継続して検討し

ていく。 

 

②継続して連携の強化を図っ

ていく。最上地域医療情報

ネットワークに加入し、連

携の充実・強化を更に推進

する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経

営

形

態

の

見

直

し 

 

 

 

 

経営形態 

 

 

 

 

 

①患者本位の地域医療サービ

スを確保しながら、経営の効

率化を図ることを最優先し、

現状の地方公営企業法一部

適用の体制で改革を推進す

る。 

①平成 25 年度の収支は、経常

収支比率については改革プ

ラン目標値よりも若干下回

っているが、医業収益につ

いては医業費用の削減によ

り補った。 

  数値目標についても経常

収支比率・医業収支比率・

平均在院日数等の主要な数

値は目標を達成、又はほぼ

達成している。 

  今後も町一般会計からの

繰り出し額の減少に努め、

当町における病院の重要性

を認識し、町の福祉と一体

となった医療の安定的な提

供を目指していく。 

また、医師をはじめとす

る医療スタッフの安定確保

を重要課題と位置づけて取

り組んでいる。 

これらの状況を踏まえ、

当面は現状の地方公営企業

法一部適用の体制で経営改

革を推進することが妥当と

考える。 
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６．総合評価 

   

  平成 25 年度の改革プランの取り組みに関しては、目標数値を定めた９項目のうち、医業

収支比率、職員給与費対医業収益比率、平均在院日数、入院患者一人１日当たりの診療報

酬の４項目で目標達成の「Ａ」評価となっている。また、95～100％未満の概ね適性である

「Ｂ」評価についても、経常収支比率が該当している。95％未満の未達成となっているの

は、91.7％の入院患者数、同じく 91.7％の病床利用率、89.3％の外来患者数、92.4％の外

来患者一人１日当たりの診療報酬となっており、目標数値を下回ってはいるが、90％以上

を維持しており、目標数値の 90％を切っているのは外来患者数のみとなっている。 

  このことから平成 25 年度の改革プランは概ね達成しているとの評価ができるが、これら

の数値は、基本となる医師については、山形大学医学部附属病院、県の地域支援機構を通

じた県立新庄病院からの応援医師派遣を受けた不安定な診療体制によるものであり、診療

所への医師派遣を行っている現状、町内開業医の高齢化や、平成 26 年度予算から地方公営

企業法の改正、消費税 8％増額など、経営環境の大きな変化に対処し、町民が安心できる

診療体制を築くためには、町立病院独自で医師標準数を確保することが不可欠であると考

える。経営の安定化に欠くことのできない内科常勤医師確保のため、今後も町としての最

重要課題と位置づけ、全力を挙げて取り組んでもらいたい。 

厳しい運営状況ではあるが、これまで改革プラン目標達成に向け取り組んできた収入の

確保対策や経費の節減・抑制対策などの積極的な取り組みをさらに推進し、改革プランの

終了する平成２６年度以降についても、一層の経営健全化を図ると共に、地域の方々に適

時・適切な医療で、安全・安心を提供する病院として、町保健・福祉行政と一体となった

地域密着型の包括的な保健・医療・福祉を推進するために全職員が一丸となって努力する

ことを望むものである。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


